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平成17年度港湾関係予算概算要求の規模（総括表）

事 業 費  

国 費  

財 政 投 融 資  

事 業 費  

財 政 投 融 資  

事 業 費  

起 債 額  

事 業 費  

国 費  

財 政投融資等  

4,952億円

3,033億円

14億円 

311億円

60億円

2,293億円

2,352億円

7,457億円

3,033億円

2,425億円

1.044 

1.094 

0.517

0.669 

0.420

0.823 

0.789

事 業 費  

国 費  

544億円

316億円

1.069 

1.094

事 業 費  

国 費  

12億円

10億円 

0.965 

1.000

0.946 

1.094 

0.770

事 業 費  

国 費  

財 政投融資等  

8,013億円

3,359億円

2,425億円

4,745億円 

2,771億円 

27億円 

465億円 

143億円 

2,787億円 

2,982億円 

7,881億円 

2,771億円 

3,148億円 

509億円 

289億円 

13億円 

10億円 

8,402億円

3,070億円

3,148億円 

0.954

1.094

0.770

注1）要求額には内閣府分を含む。 
　2）港湾関係民活事業と港湾整備事業には、双方に計上されている事業費（平成17年度：99億円、平成16年度：117億円）、財

政投融資（平成17年度：1億円、平成16年度：4億円）が含まれているため小計及び合計では重複分を除いている。 
　3）港湾関係民活事業の財政投融資は要求額。 
　4）港湾関係起債事業の起債額には、元利金債が含まれている。 
　5）上記計数のほか、行政部費（非公共分）として国費（平成17年度：14億円、平成16年度：11億円）がある。 
　6）上記計数のほか、その他施設費10億円を要求。 
　7）合計は四捨五入の関係で一致しない場合がある。 

事 業 区 分  

 

港 湾 整 備 事 業  

港湾関係民活事業 

港湾関係起債事業 

港 湾 海 岸 事 業  

災害復旧事業等  

 

小 計  

 

合 計  

費  目  
（Ａ） （Ｂ） （Ａ)/(Ｂ） 

平成17年度要求額 平成16年度（当初） 対前年度比 

●港湾整備に係る事業区分 ●概算要求の内訳
港湾関係起債事業 

防 波 堤  
航路・泊地 

引船  

荷役機械 

岸壁 

上屋 

ふ頭用地 都市再開発等用地・工業用地 

港湾業務用 
　  施設 等 

総合輸入ターミナル 

港湾関係民活事業 

港湾機能施設整備事業 港 湾 整 備 事 業  
（防波堤、岸壁、航路・泊地 等） 

港湾関係起債事業 

臨海部土地造成事業 
うち国費    

3,033億円（40.1％） 

港湾整備事業費 
4,952億円（65.5％） 

港湾関係民活事業費 
311億円（4.1％） 

港湾関係起債事業費 
2,293億円（30.4％） 


